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３月射水市議会定例会 

    



  

 

①（分割質問方式） 

 澤村  理 議員 

 

１ 各種基金の積み立てについて 

（１）基金の積立額について 

（２）経済財政諮問会議等における議論の経過について 

（３）今後の基金の活用等について 

 

２ 人材の確保について 

（１）最近の職員採用試験の応募状況について 

（２）処遇改善について 



  

 

②（分割質問方式） 

 瀧田 孝吉 議員 （自民党新政会） 

 

１ 子育て支援施策の充実について 

（１）福祉医療費請求書の電子化について 

（２）射水市赤ちゃんの駅事業について 

（３）子どものインフルエンザ予防接種について 

 

２ クルーズ客船による観光の振興について 

（１）クルーズ客船受け入れ実績について 

（２）海王岸壁の今後の整備計画について 

（３）クルーズ客船による観光振興の今後の展望について 

 

３ 県立高校再編統合について 

 

 



  

 

③（分割質問方式） 

 根木 武良 議員 

 

１ 水道料の基本料金の見直しと引き下げについて 

 

２ 雪害問題について 

（１）消雪装置の排水対策について 

（２）消雪装置の改修について 

（３）歩道の除雪について 

 

３ 高齢者が気軽に集える場所の確保について 

（１）旧大門庁舎での集いの場について 

（２）地域支えあいネットワーク事業について 

 

４ 農業の担い手確保について 

 



  

 

④（分割質問方式） 

 高畑 吉成 議員 （自民党新政会） 

 

１ 小学校無線ＬＡＮの導入について 

 

２ ヘルプマークの導入について 

 

３ 旧小杉庁舎跡地の利活用について 

（１）行政機関への申請や許認可について 

（２）地元住民への工事説明会、学校設置説明会について 

（３）地元貢献について 

（４）売買契約書に規定する指定期間後の契約違反について 

（５）旧小杉庁舎周辺の消防水利について 

（６）旧小杉庁舎周辺の避難所の充足について 

 

４ 子どもの監禁虐待問題について 

 

 

  



  

 

⑤（分割質問方式） 

 石黒 善隆 議員（自民議員会） 

 

１ プレジャーボートの不法係留について 

（１）協議会の委員構成とスケジュールについて 

（２）内川に係留される漁船の対応について 

 

２ 街中賑わいの創出と街中への誘客について 

（１）サイクルツーリズムによる地域活性化について 

（２）レンタサイクルについて 

（３）姉妹都市・協定自治体との広報紙による交流の拡充について 

（４）旧新湊庁舎跡地への行政関連部署及び観光協会事務局の移設について 

  



  

 

⑥（分割質問方式） 

 津本 二三男 議員 

 

１ クリーンピア射水について 

 

２ 国民健康保険税について 

 

３ 主要体育館について 

 

４ ４つの地域コミュニティについて 

 

  



  

 

⑦（分割質問方式） 

 加治 宏規 議員 （自民議員会） 

 

１ 市内の野球場・サッカー場グラウンドについて 

（１）利用状況と稼働日数を増やす取組について 

（２）予約方法や使用規定について 

 

２ 旧新湊庁舎跡地について 

 

３ 射水市内コミュニティセンターについて 

（１）射水市内２７か所に設置されているコミュニティセンターの設置目的と 

実施する事業について 

（２）各コミュニティセンターの利用状況について 

（３）指定管理料の妥当性について 

 

４ 自然災害時における小中学校の臨時休業基準について 

 

  



  

 

⑧（一括質問方式） 

 伊勢  司 議員 （自民議員会） 

 

１ 行財政改革の推進について 

（１）射水市職員定数条例の一部改正について 

 

２ 中長期財政計画について 

（１）市債残高の状況と今後の見通しについて 

（２）実質公債費比率及び将来負担比率について 

（３）平成３１年度以降の投資的経費の見方について 

（４）交付税の一本算定が及ぼす影響について 

 

  



  

 

⑨（一括質問方式） 

 小島 啓子 議員 

 

１ 介護保険事業について 

（１）要介護３以上の認定者数について 

（２）低所得者の入所者数について 

（３）グループホームも負担限度額認定の対象施設とすることについて 

 

 

 


